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人種差別撤廃委員会の最終見解（CERD/C/JPN/CO/7-9）に対する日本政府コメント 

 

１．日本政府は、人種差別撤廃委員会第８５会期中の第７～９回我が国政府報告審査 

を 受 け て 、 ２ ０ １ ４ 年 ９ 月 ２ ６ 日 に 採 択 さ れ た 同 委 員 会 の 最 終 見 解 

(CERD/C/JPN/CO/7-9)において、パラ１７及び２２に含まれる勧告のフォローアップに 

関する情報を１年以内に提供するよう求める同委員会の要請に応じて、追加報告を提 

出する。また、パラ１９及び２１については、フォローアップに関する情報の提供を 

求められてはいないが、日本政府から同委員会に対して更なる説明が必要であると考 

えられることから、追加報告を提出する。追加報告は以下のとおり。 ２．なお、最終

見解パラ１８のフォローアップについては追って提出する。 

 

人種差別のジェンダー関連の側面に関する一般的勧告２５（２０００年）及び市民でない者に対する 

差別に関する一般的勧告３０（２００４年）に照らし、委員会は、締約国に対し、移民、マイノリティ 及

び先住民族の女性に対する暴力の問題に、彼女らに対する暴力の全ての形態を起訴し制裁することに よっ

て、実効的に取り組むため、並びに被害者が救済及び保護の迅速な手段にアクセスできることを確 保する

ための適切な措置をとることを勧告する。締約国はまた、日本人あるいは永住者の在留資格を持 つ日本国

籍でない者と結婚した外国人女性が、離婚あるいは離縁によって国外追放されないこと、及び 法の適用が、

実質的に女性が虐待関係のままであることを余儀なくされるような効果を持たないことを 確保するため、

在留資格に関する法制を見直すべきである。 

 

配偶者からの暴力被害を受けている外国人が救済及び保護の迅速な手段にアクセス できるよ

う、外国人被害者向け広報資料を作成し関係機関に配布するほか、内閣府のホ ームページに外

国人被害者に役立つ情報を 8か国語で掲載している。また、配偶者暴力 相談支援センターでは

外国語に対応できる相談員を配置するなどの取組も進められて いる。  

警察においては、配偶者暴力（以下「DV」という。）事案等、人身の安全を早急 に確保する

必要の認められる事案については、被害者等の安全の確保を最優先に、加 害者の検挙、被害

者等の保護措置等、組織による迅速・的確な対応を推進している。 

入国管理局においては、法務省を含む関係省庁で策定した「配偶者からの暴力の 防止及び

被害者の保護等のための施策に関する基本的な方針」を踏まえ、DV事案に係る措置要領を独

自に定めており、DV 被害者を認知した場合には、被害者の保護を 第一とし、被害者が心身と

もに過酷な状況に置かれていたことに十分に配慮し、心身の状況等に応じて適切に対処すると

ともに、配偶者暴力相談支援センター、婦人相談 所及び警察等関係機関との連携を図るなど、

一層の被害者保護に努めている。  

婦人相談所においては、国籍に関係なく DV被害者の相談を受けるとともに、一時保護が必

要な場合は、婦人相談所で一時保護の措置をとるほか、被害女性に適切な支援が行 える民間

シェルター等に一時保護委託を行っている。 

我が国は、日本人又は永住者の在留資格を有する者と婚姻し「日本人の配偶者等」 又は

「永住者の配偶者等」の在留資格を得て入国し在留していた外国人が配偶者と離婚又は死別し

た場合でも、何らかの理由により引き続き日本での在留を希望するときには、 申請の理由、申

パラ１７ 



2  

請人の在日経歴、在留状況、家族関係等を始め、離婚又は死別するに至 った経緯等を総合的に

判断して日本での在留の可否を決定することとしており、特に、 養育・監護を必要とする日

本人の実子を扶養するため本邦在留を希望する外国人の親については、その親子関係、当該外国

人が実子の親権者であること、及び現に実子を養育・ 監護していることが確認できれば、「定住

者」の在留資格への変更を許可することとしている。  

また、出入国管理及び難民認定法第 22条の 4（在留資格の取消し）第１項第７号 において、

日本人の配偶者の身分を有して在留する者又は永住者の配偶者の身分を有し て在留する者が、

その配偶者の身分を有する者としての活動を継続して６月以上行わな いで在留していることに

つき、「正当な理由がある場合」を除き、当該外国人が現に有する在留資格を取り消すことがで

きるとしていることについては、DVがあったことは、「正当な理由」に該当すると認め、その

場合は、在留資格の取消しを行わないこととし ている。 

この取扱いの前提として、我が国は、DV は、犯罪となる行為を含む重大な人権侵 害であ

り、また、DV被害者の多くは女性であるため、経済的自立が困難な女性に対し てＤＶを行

うことは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっているものと認 識している。  

DV 被害者である外国人を認知した場合、関係機関と連携して被害者の保護を確 実にする

一方、DVにより別居を余儀なくされたり、提出資料の用意が困難となっている被害者から

の在留期間更新申請や、DV を要因として在留資格の変更が必要となった 被害者からの在留

資格の変更申請については、その立場に十分配慮しながら、個々の事 情を勘案の上、人道

上適切に対応している。なお、2014 年は 62 人（速報値）の該 当者について在留期間の更

新又は在留資格の変更を許可した。  

さらに、DV に起因して不法残留等の出入国管理及び難民認定法違反の状態とな っている

DV 被害者についても、十分な配慮の下、事案に応じ、人道的な措置を講じて いるところで

あり、2014 年は 1 人（速報値）の該当者について在留特別許可により 在留資格を付与した。 

 

世系に関する一般的勧告 29（2002 年）に留意し、委員会は、世系に基づく差別が条約によって

完全にカバーされることを想起する。委員会は、締約国が、その立場を修正し、部落の人々と協議

し、部落民の明確な定義を採択することを勧告する。委員会はまた、締約国が、とりわけ部落民の

生活環境 に関し、2002 年の同和特別対策の終了に伴ってとられた具体的措置に関する情報及び指

標を提供す ることを勧告する。委員会はさらに、締約国に対し、差別的な行為にさらされ得る戸

籍情報への違法な アクセスから部落民を保護し、戸籍の違法な濫用に関連する全ての事件を捜査

し、責任者を処罰するた めに法を実効的に適用することを勧告する。 

 

１２．人種差別撤廃員会の第 1～2回日本政府報告審査に関する最終見解に対する日 本

政府意見のとおり、本条約第１条１に規定する“descent”とは、過去の世代におけ る

人種若しくは皮膚の色又は過去の世代における民族的若しくは種族的出身に着目し た

概念を表すものであり、社会的出身に着目した概念を表すものとは解されない。 １３．

他方、同和問題については、日本政府としては、同和対策審議会答申（1965 年 8 月 11

日）のとおり、「同和地区の住民は異人種でも異民族でもなく、疑いも なく日本民族、

日本国民である」と考えている。 １４．このように、日本政府は委員会と“descent”

の解釈を共有するものではないが、 いずれにせよ、本条約の前文に謳われた精神を踏

パラ２２ 



3  

まえれば、同和問題のような差別も 含めいかなる差別も行われることがあってはなら

ないことは当然のことと考えており、 同和関係者については、日本国憲法の規定によ

り、日本国民として法の下に平等であ ることが保障されているとともに、日本国民と

しての権利を全て等しく保障されてい ることから、市民的、政治的、経済的及び文化

的権利における法制度上の差別は一切 存在しない。なお、日本政府では同和問題につ

いて以下の取組を行っている。 １５．文部科学省では、同和対策事業特別措置法が

2001 年度末（2002 年 3月 31 日）をもって失効したことに伴い、これまで同和対策特別

事業として行なってき た高等学校等進学奨励費補助事業についても 2001 年度末をもっ

て終了となった。 １６．2002 年度以降は、事業の一般化が図られており、現在は、同

和地区の子弟を 含め、高校生に対する奨学金事業は、各都道府県が実施しており、大

学生等に対する奨 学金事業は、独立行政法人日本学生支援機構が実施している。 １７．

また、学校教育及び社会教育においても人権尊重の意識を高める教育の推進に 努めて

いるところであるが、同和問題の解決に向けたロードマップとしては、2002 年 3 月に

閣議決定された「人権教育・啓発に関する基本計画」に沿って、人権教育 及び人権啓

発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図っているところである。 １８．厚生労

働省では、各事業所において応募者に広く門戸を開き、適性・能力に基 づく公正な採

用選考が行われるよう種々の取組をしている。具体的には、一定規模以 上の事業所に

「公正採用選考人権啓発推進員」を設置し、各事業所内で行われる労働 者の採用選考

が公正なものとなるよう、事業所内での事務的な責任者としての役割を 担うことを求

めてきた。この公正採用選考人権啓発推進員については、2002 年の 特別対策終了に伴

い、更なる設置促進に取り組んでいる。 

１９．企業の採用選考に当たって、応募者の基本的人権を尊重し、出生地や家族に関す 

ることなど本人に責任のない事項や本来自由であるべき事項（思想信条にかかわること） 

による就職差別を未然に防ぐという観点から、公正な採用選考を行うよう、雇用主に対 

して様々な指導・啓発を行っている。 

具体的には、 

・新規中卒・高卒予定者の場合、就職差別につながるおそれのある質問事項が含まれな 

い応募用紙の使用徹底 

・公正な採用選考を普及させるためのパンフレットの作成・配布 

・応募者の出生地等、面接で尋ねること等により就職差別につながるおそれがある事項 

を「採用選考時に配慮すべき事項」として厚生労働省ホームページやパンフレットに掲 

載 また、就職差別につながるおそれのある事象が通報された場合、事実確認を行い、

事 実と判断された場合には公共職業安定所の職員が事業主に対して指導を行っている。 

２０．隣保館は、同和問題の解決に資するため相談事業等の各種事業を行い、地域住 

民の生活の改善や人権意識の向上等を行ってきた。1996 年 7 月の閣議決定等に基 づく

同和対策特別措置終了後も、一般施策として、周辺地域を含めた地域社会全体の 中で

福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターと して、

隣保館の設置及び運営を行っている。 ２１．具体的には、地域住民に対する生活上の
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各種相談事業や人権擁護に関する啓発 及び広報活動事業等の他、地域の実情に応じて、

地域交流促進事業やデイサービス事 業等を行う等、各種事業を総合的に実施している。 

２２．法務省の人権擁護機関では、同和問題に関する差別意識の解消のため、「同和 

問題に関する偏見や差別をなくそう」を啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、 

講演会や研修会の開催、啓発冊子等の配布、各種イベントにおける啓発活動を実施し 

ている。 ２３．同和対策を直接の目的としたものではないが、戸籍に関する証明書に

係る不正 請求事案の防止及び個人情報保護の観点から、「戸籍公開の原則」を見直し、

第三者請 求の要件の厳格化、請求者の本人確認、不正受領者への罰則強化等の不正請

求の防止 策を盛り込んだ改正戸籍法が 2008 年 5 月 1 日から施行されている。 ２４．

その取扱いの詳細については、法務省民事局長通達を発出し、戸籍に関する証 明書を

発行する市区町村への周知を図っているところである。 

 

委員会は、締約国に対し、その立場を修正し、朝鮮学校に対して高等学校等就学支援金制度による利益 

が適切に享受されることを認め、地方自治体に朝鮮学校に対する補助金の提供の再開あるいは維持を要請 す

ることを奨励する。 
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２５．人種差別撤廃委員会で懸念を示された、朝鮮学校を高等学校等就学支援金制度の 

対象校として不指定処分にしたことは差別ではないことを改めて説明する。 ２６．高等

学校等就学支援金は、学校が生徒に代わって受領して生徒の授業料に充てる 仕組みとな

っていることから、確実に授業料に充てられるために、学校において就学支 援金の管理

が適正に行われる体制が整っていることが求められる。 ２７．このため、日本国内にあ

る外国人学校が本制度の対象に適合するかを審査するた めの指定基準の規程第１３条に

おいて、学校の運営が法令に基づき適正に行われている ことを要件とすることが明確に

定められている。具体的には、教育基本法、学校教育法、 私立学校法等の関係法令の遵

守が求められる。 

●指定基準 

第１３条 前条に規定するもののほか、指定教育施設は、高等学校等就学支援金の授業 

料に係る債権の弁済への確実な充当など法令に基づく学校の運営を適正に行わなけれ 

ばならない。 

２８．朝鮮学校への高等学校等就学支援金制度の適用については、朝鮮学校が制度の対 

象となるための基準を満たすかどうかを審査した結果、朝鮮学校は朝鮮総連と密接な関 

係にあり、教育内容、人事、財政にその影響が及んでいることなどから、教育基本法第 

１６条第１項で禁じる「不当な支配」に当たらないこと等について十分な確証を得るこ 

とができず、「法令に基づく学校の適正な運営」という上述の本件規程第１３条の指定 

基準に適合すると認めるに至らなかったため、不指定処分とした。 

●教育基本法第１６条第１項 

第１６条 教育は、不当な支配に服することなく、この法律及び他の法律の定めるとこ 

ろにより行われるべきものであり、教育行政は、国と地方公共団体との適切な役割分 

担及び相互の協力の下、公正かつ適正に行われなければならない。 

２９．就学支援金の対象とならなくても、何ら朝鮮学校の自主性を侵害するものではな 

い。今後、朝鮮学校が都道府県知事の認可を受けて、学校教育法第 1 条に定める高校に 

なるなどすれば現行制度の対象となり得る。なお、学校教育法第 1 条に定める高校や既 

に指定を受けている外国人学校には、現に多くの在日朝鮮人が学び、本制度による支援 

を受けており、生徒が在日朝鮮人であることを理由に対象外としているわけではないた 

め、差別や教育を受ける権利の侵害には当たらない。 

 
地方自治体による補助金 ３０．朝鮮籍を含め外国人の子供については、公立の義務教

育諸学校において日本人 児童生徒と同様に無償で教育を受けることができ、就学の機

会の確保を図っている。 したがって、朝鮮学校に対して地方自治体から補助金が出て

いない場合にも、子供が 在日朝鮮人であることを理由に、教育を受ける権利が妨げら

れているものではないと 
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考える。 ３１．なお、朝鮮学校に対する地方自治体の補助金については、都道府県や市

町村が、 自らの財政状況や、公益上や教育の振興上の必要性を勘案し、各々の責任と判

断に基 づき実施しているものと認識しており、国から、地方自治体それぞれの事情を踏

まえ ずに、直接に地方自治体に対して補助金の再開又は維持を要請することは、適切で

な いと考えている。 

 

委員会は、締約国が、その立場を見直し、琉球を先住民族として承認することを検討し、また彼らの 

権利を保護するための具体的な措置をとることを勧告する。委員会はまた、締約国が、琉球の権利の促 進及

び保護に関連する問題について、琉球の代表との協議を強化することを勧告する。委員会はさらに、 締約国

が、琉球の言語を消滅の危険から保護するために採用された措置の実施を加速させ、彼ら自身の 言語による

琉球の人々の教育を促進し、学校カリキュラムにおいて用いられる教科書に彼らの歴史及び 文化を含めるこ

とを勧告する。 

 

３２．沖縄に住んでいる方々は長い歴史の中で特色豊かな文化、伝統を受け継がれて 

いると認識しているが、日本政府として「先住民族」と認識している人々はアイヌの 

人々以外には存在しない。 ３３．沖縄県出身者が「先住民族」であるとの認識が日本

国内に広く存在するとは言 えず、例えば、昨年１２月には、沖縄県豊見城市議会で、

「沖縄県民の殆どが自分自 身が先住民族であるとの自己認識を持っておらず」、沖縄

の方々を「先住民族」とし た国連の各種委員会の勧告を遺憾として、その撤回を求め

る意見書（別添１）が可決 されており、本年６月には、同県石垣市議会で、「（沖縄

の人々は）先住民族との指 摘は当たらない」として、勧告の撤回を求める意見書（別

添２）が可決されている。 ３４．いずれにせよ、沖縄に居住する日本国民も沖縄県出

身の日本国民もひとしく日 本国民であり、日本国民としての権利を全てひとしく保障

されている。 

（了） 
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